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(57)【要約】
【課題】ＡＭＲ制御の環境下で、大容量の通信データを
圧縮して管理し、無線伝送の最適化を実現すること。
【解決手段】通信方式設定部１１５は、ＡＭＲの制御に
より確定した無線伝送容量をデータ上限値管理部１１４
に設定すると共に、データ通信に使用する通信方式を、
データ圧縮制御部１１３に通知する。データ圧縮制御部
１１３は、データ上限値管理部１１４に設定された送信
可能なデータの上限値を取得する。その後、データ圧縮
制御部１１３において、送信対象データ（圧縮前データ
）と送信可能データ上限値とを比較し、送信対象データ
が上限値以上である場合は、データ圧縮部１１２に対し
て送信対象データの圧縮を通知する。データ圧縮部１１
２は、データ圧縮制御部１１３からの通知が有る場合に
送信対象データの圧縮を行う。しかし、データ圧縮制御
部１１３からの通知が無い場合は送信対象データの圧縮
は行わない。
【選択図】図６
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＡＭＲ（Adaptive Modulation Radio）の制御下で複数の無線伝送容量区間が混在する
ネットワークに属する任意の１つのＮＥ（Network Element）が、
　所定の判定情報に基づいて変調方式を判定する変調方式判定手段と、
　前記判定した変調方式を示す情報を、前記受信データを送信した対向ＮＥに送信する変
調方式通知手段と、を備え、
さらに、対向ＮＥから変調方式を示す情報を受信した際に実行する手段として、
　前記送信された変調方式を示す情報から変調方式を取得する変調方式取得手段と、
　自己の変調方式を、前記取得した変調方式に変更する変調方式変更手段と、
　前記変調方式に基づいて送信可能データ量の上限値を取得する送信可能量取得手段と、
　次に送信すべき送信対象データのデータ量と前記送信可能データ量の上限値とに基づい
て前記送信対象データを圧縮するか否かを判定する圧縮判定手段と、
　前記圧縮判定手段が、前記送信対象データを圧縮すべきと判定した場合には前記送信対
象データを圧縮処理して出力し、他方、前記圧縮判定手段が、前記送信対象データを圧縮
すべきでないと判定した場合には前記送信対象データを圧縮処理しないで直ちに出力する
データ圧縮手段と、
　前記データ圧縮手段が出力する送信対象データを、前記取得した変調方式のままで対向
ＮＥに送信する送信手段と、
を備えることを特徴とするマイクロ波通信システム。
【請求項２】
　前記変調方式判定手段は、前記変調方式の前記判定情報として、ＣＮＲ（Carrier to N
oise Ratio）、ＲＳＬ（Received Signal Level）、及びＳｙｎｄｒｏｍｅエラーのいず
れかを含む情報を使用することを特徴とする請求項１記載のマイクロ波通信システム。
【請求項３】
　前記変調方式判定手段は、前記変調方式の前記判定情報として、請求項４記載の情報を
全て使用する場合には、主な判定情報としてＣＮＲを使用し、ＲＳＬ及びＳｙｎｄｒｏｍ
ｅについては補助的な判定情報として使用することを特徴とする請求項２記載のマイクロ
波通信システム。
【請求項４】
　前記変調方式通知手段は、判定した変調方式情報を、前記受信データのフレームに多重
して該受信データを送信した対向ＮＥに送信することを特徴とする請求項１記載のマイク
ロ波通信システム。
【請求項５】
　前記圧縮判定手段は、前記送信対象データのデータ量と前記送信可能データ量の上限値
とを比較し、前記送信対象データのデータ量が前記送信可能データ量の上限値以上の場合
は前記送信対象データを圧縮すべきと判定し、また、前記送信対象データのデータ量が前
記送信可能データ量の上限値を超えない場合は前記送信対象データを圧縮すべきでないと
判定することを特徴とする請求項１記載のマイクロ波通信システム。
【請求項６】
　ＡＭＲ（Adaptive Modulation Radio）の制御下で複数の無線伝送容量区間が混在する
ネットワークに含まれ、かつ制御手段として、
　所定の判定情報に基づいて変調方式を判定する変調方式判定手段と、
　前記判定した変調方式を示す情報を、前記受信データを送信した対向ＮＥに送信する変
調方式通知手段と、を備え、
さらに、対向ＮＥから変調方式を示す情報を受信した際に実行する手段として、
　前記送信された変調方式を示す情報から変調方式を取得する変調方式取得手段と、
　自己の変調方式を、前記取得した変調方式に変更する変調方式変更手段と、
　前記変調方式に基づいて送信可能データ量の上限値を取得する送信可能量取得手段と、
　次に送信すべき送信対象データのデータ量と前記送信可能データ量の上限値とに基づい
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て前記送信対象データを圧縮するか否かを判定する圧縮判定手段と、
　前記圧縮判定手段が、前記送信対象データを圧縮すべきと判定した場合には前記送信対
象データを圧縮処理して出力し、他方、前記圧縮判定手段が、前記送信対象データを圧縮
すべきでないと判定した場合には前記送信対象データを圧縮処理しないで直ちに出力する
データ圧縮手段と、
　前記データ圧縮手段が出力する送信対象データを、前記取得した変調方式のままで対向
ＮＥに送信する送信手段と、
を備えたことを特徴とするマイクロ波通信装置。
【請求項７】
　前記変調方式通知手段は、判定した変調方式情報を、前記受信データのフレームに多重
して該受信データを送信した対向ＮＥに送信することを特徴とする請求項６記載のマイク
ロ波通信装置。
【請求項８】
　前記圧縮判定手段は、前記送信対象データのデータ量と前記送信可能データ量の上限値
とを比較し、前記送信対象データのデータ量が前記送信可能データ量の上限値以上の場合
は前記送信対象データを圧縮することを特徴とする請求項６記載のマイクロ波通信装置。
【請求項９】
　ＡＭＲ（Adaptive Modulation Radio）の制御下で複数の無線伝送容量区間が混在する
ネットワークに含まれる通信装置の制御に適用されるステップとして、
　所定の判定情報に基づいて変調方式を判定する変調方式判定ステップと、
　前記判定した変調方式を示す情報を、前記受信データを送信した対向ＮＥに送信する変
調方式通知ステップと、を有し、
さらに、対向ＮＥから変調方式を示す情報を受信した際に実行するステップとして、
　前記送信された変調方式を示す情報から変調方式を取得する変調方式取得ステップと、
　変調方式を、前記取得した変調方式に変更する変調方式変更ステップと、
　前記変調方式に基づいて送信可能データ量の上限値を取得する送信可能量取得ステップ
と、
　次に送信すべき送信対象データのデータ量と前記送信可能データ量の上限値とに基づい
て前記送信対象データを圧縮するか否かを決定する圧縮判定ステップと、
　前記圧縮判定ステップが、前記送信対象データを圧縮すべきと判定した場合には前記送
信対象データを圧縮処理して出力し、他方、前記圧縮判定ステップが、前記送信対象デー
タを圧縮すべきでないと判定した場合には前記送信対象データを圧縮処理しないで直ちに
出力するデータ圧縮ステップと、
　前記データ圧縮ステップが出力する送信対象データを、前記取得した変調方式のままで
対向ＮＥに送信する送信ステップと、
を有することを特徴とするマイクロ波通信方法。
【請求項１０】
　ＡＭＲ（Adaptive Modulation Radio）の制御下で複数の無線伝送容量区間が混在する
ネットワークに含まれる通信装置をコンピュータ制御するプログラムステップとして、
　所定の判定情報に基づいて変調方式を判定する変調方式判定ステップと、
　前記判定した変調方式を示す情報を、前記受信データを送信した対向ＮＥに送信する変
調方式通知ステップと、を有し、
さらに、対向ＮＥから変調方式を示す情報を受信した際に実行するステップとして、
　前記送信された変調方式を示す情報から変調方式を取得する変調方式取得ステップと、
　変調方式を、前記取得した変調方式に変更する変調方式変更ステップと、
　前記変調方式に基づいて送信可能データ量の上限値を取得する送信可能量取得ステップ
と、
　次に送信すべき送信対象データのデータ量と前記送信可能データ量の上限値とに基づい
て前記送信対象データを圧縮するか否かを決定する圧縮判定ステップと、
　前記圧縮判定ステップが、前記送信対象データを圧縮すべきと判定した場合には前記送
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信対象データを圧縮処理して出力し、他方、前記圧縮判定ステップが、前記送信対象デー
タを圧縮すべきでないと判定した場合には前記送信対象データを圧縮処理しないで直ちに
出力するデータ圧縮ステップと、
　前記データ圧縮ステップが出力する送信対象データを、前記取得した変調方式のままで
対向ＮＥに送信する送信ステップと、
を有することを特徴とするコンピュータプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はマイクロ波通信システム、マイクロ波通信装置、マイクロ波通信方法、及びコ
ンピュータプログラムに係り、特に、大容量の通信データを圧縮して管理し、無線伝送の
最適化を実現することができるマイクロ波通信システム、マイクロ波通信装置、マイクロ
波通信方法、及びコンピュータプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、マイクロ波通信システムは、光通信回線や無線幹線回線などの中間を補間する無
線通信手段として注目されており、携帯電話網、ビル間通信、光通信網の代替・バックア
ップ等の幅広い用途を有している。
　特に、昨今では、マイクロ波通信システムは、世界的に急速拡大する携帯電話ネットワ
ーク市場にて基地局間を結ぶ通信システムとして、装置の経済性、工事の容易性、システ
ム変更に対する柔軟性、大容量性等の特長により、大きく需要が伸長している。
　また、現在、通信に対する高速・広帯域化の需要が高まっており、前述の事情に伴い、
マイクロ波通信システムに対しては、より安価で高品質な回線サービスの提供が所望され
ている。
【０００３】
　さらに、経済的な通信装置を実現するには、本発明が課題としているような通信データ
の最適化を実施する技術は不可欠であり、その性能の向上は必須の課題である。
　なお、周知のＡＭＲ(Adaptive Modulation Radio：適応変調方式）は、無線の回線状況
に応じて送信変調方式を自動的に切替える機能である。これにより、回線状況が悪い場合
は送信変調方式を下げて信頼性を高める方向へ、良好な場合は送信変調方式を上げて通信
容量を確保する方向へ切替えることができる。
　このＡＭＲ機能は、現在、受信側で判定した変調方式を送信側にフィードバックし、無
線フレーム単位で送信側から順次変調方式を変更することでヒットレスでの変調方式切替
を実現する機能として使用されている。
【０００４】
　本発明では、このＡＭＲ機能を使用し、ＡＭＲ制御の下に大容量通信データの圧縮を行
って無線伝送を最適化することを１つの課題としている。
　近年のモバイルネットワークの複雑化に伴い、オペレータのＱＣＡＰＥＸ（Capital Ex
penditure）／ＯＰＥＸ（Operating Expense）の削減が求められている。
　このような事情からも、また、携帯電話器に代表される移動体通信機器の発展に伴うユ
ーザデータの大容量化に対処する手段としても、本発明が課題とする大容量通信データの
圧縮により、効率的な無線伝送を実施することは有効な手段である。
【０００５】
　なお、この分野の公知技術としては、例えば、特許文献１には、電波状況に応じて可変
長レートでデータの無線通信を行う場合に、悪電波状況下でも、転送パフォーマンスを劣
化させないようにする技術が開示されている。具体的には、通常、プレアンブル部、ヘッ
ダー部は、互換性を確保するために１Ｍｂｐｓ、または２Ｍｂｐｓで送信され、ＭＰＤＵ
は送信時のエラー状況により、変調レートを変えて転送レートを１１Ｍｂｐｓ，５．５Ｍ
ｂｐｓ，２Ｍｂｐｓ，１Ｍｂｐｓのいずれかにするものとする。ノイズ等の影響により受
信レベルが低下すると、データ部の転送レート（変調レート）を低下させて確実に復調可
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能な状態にする。ＭＡＣ部でホスト部より渡された送信データ部を圧縮・伸長部により圧
縮し、パケット数を減らすことで、低変調レート時のパフォーマンスの低下を抑制する。
受信時にはこの圧縮・伸長部により圧縮データの伸長を行う、ものとしている。
【０００６】
　また、例えば、特許文献２には、適応変調により伝送速度が変化しても、この伝送速度
に見合った情報量を伝送できるようにする技術が開示されている。具体的には、無線機の
適応変調制御部は復調部からの復調データをもとに伝搬路状況を推定する。この推定され
た伝搬路状況を含む帯域情報を変調部及び無線制御部に通知する。無線制御部は、上記通
知された帯域情報をエンコーダに送信する。これに対し、エンコーダは、上記帯域情報を
受信して、受信された帯域情報をもとに圧縮方法／圧縮率を切り替えてカメラから取り込
まれる画像データを圧縮するようにする、ものとしている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００４－２０１０９３号公報
【特許文献２】特開２００６－２２２６４３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、上記背景技術で述べた従来のマイクロ波通信システムにあっては、デー
タ伝送は無線伝送容量に基づいて実施していたので、伝送容量の上限値以上のスループッ
トを達成することは不可能であるという問題点が有った。
　しかしながら、前述のとおり、モバイルネットワークの複雑化に伴い、オペレータのＱ
ＣＡＰＥＸ（Capital Expenditure）／ＯＰＥＸ（Operating Expense）の削減が求められ
ており、また、携帯電話器に代表される移動体通信機器の発展に伴うユーザデータの大容
量化に対して効率的な無線伝送を実現することが求められている。
【０００９】
　なお、前述の特許文献１，２に開示されている技術は、端末装置（ホスト）に関連する
通信データの圧縮・伸長を意図した技術であるが、本発明は、無線伝送装置のネットワー
ク境界（端点）でのデータ圧縮・伸長を可能することを目的とした技術であり、よって、
本発明は、ネットワーク全体に渡るトラフィックの軽減と、装置への負荷軽減とを可能に
するものである。
【００１０】
　即ち、本発明は、
　（１）　マイクロ波通信システムにおける、ＡＭＲ制御（ＡＭＲを使用した制御）での
通信データの管理方法において、
　（２）　ＡＭＲ制御に基づき複数の無線伝送容量区間が混在する環境下において、デー
タ通信に使用する変調方式に基づいて送信可能データ量の上限値を取得し、
　（３）　送信対象データ量と前記送信可能データ量の上限値とを比較し、送信対象デー
タ量が前記送信可能データ量の上限値以上の場合は、送信対象データを圧縮すると共に、
前記ＡＭＲ制御で確定した変調方式を変更することなく、該圧縮した送信対象データを送
信し、
　（４）　送信対象データ量が前記送信可能データ量の上限値未満の場合は、データを圧
縮することなく（勿論、前記変調方式を変更することなく）送信する、
ことを骨子としている。
【００１１】
　本発明は、上記従来の問題点に鑑みてなされたものであって、ＡＭＲ制御の環境下で、
大容量の通信データを圧縮して管理し、無線伝送の最適化を実現することができるマイク
ロ波通信システム、マイクロ波通信装置、マイクロ波通信方法、及びコンピュータプログ
ラムを提供することを目的としている。
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【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記課題を解決するために、本発明に係るマイクロ波通信システムは、ＡＭＲ（Adapti
ve Modulation Radio）の制御下で複数の無線伝送容量区間が混在するネットワークに属
する任意の１つのＮＥ（Network Element）が、所定の判定情報に基づいて変調方式を判
定する変調方式判定手段と、前記判定した変調方式を示す情報を、前記受信データを送信
した対向ＮＥに送信する変調方式通知手段と、を備え、さらに、対向ＮＥから変調方式を
示す情報を受信した際に実行する手段として、前記送信された変調方式を示す情報から変
調方式を取得する変調方式取得手段と、自己の変調方式を、前記取得した変調方式に変更
する変調方式変更手段と、前記変調方式に基づいて送信可能データ量の上限値を取得する
送信可能量取得手段と、次に送信すべき送信対象データのデータ量と前記送信可能データ
量の上限値とに基づいて前記送信対象データを圧縮するか否かを判定する圧縮判定手段と
、前記圧縮判定手段が、前記送信対象データを圧縮すべきと判定した場合には前記送信対
象データを圧縮処理して出力し、他方、前記圧縮判定手段が、前記送信対象データを圧縮
すべきでないと判定した場合には前記送信対象データを圧縮処理しないで直ちに出力する
データ圧縮手段と、前記データ圧縮手段が出力する送信対象データを、前記取得した変調
方式のままで対向ＮＥに送信する送信手段と、を備えることを特徴とする。
【００１３】
　また、本発明に係るマイクロ波通信装置は、ＡＭＲ（Adaptive Modulation Radio）の
制御下で複数の無線伝送容量区間が混在するネットワークに含まれ、かつ制御手段として
、所定の判定情報に基づいて変調方式を判定する変調方式判定手段と、前記判定した変調
方式を示す情報を、前記受信データを送信した対向ＮＥに送信する変調方式通知手段と、
を備え、さらに、対向ＮＥから変調方式を示す情報を受信した際に実行する手段として、
前記送信された変調方式を示す情報から変調方式を取得する変調方式取得手段と、自己の
変調方式を、前記取得した変調方式に変更する変調方式変更手段と、前記変調方式に基づ
いて送信可能データ量の上限値を取得する送信可能量取得手段と、次に送信すべき送信対
象データのデータ量と前記送信可能データ量の上限値とに基づいて前記送信対象データを
圧縮するか否かを判定する圧縮判定手段と、前記圧縮判定手段が、前記送信対象データを
圧縮すべきと判定した場合には前記送信対象データを圧縮処理して出力し、他方、前記圧
縮判定手段が、前記送信対象データを圧縮すべきでないと判定した場合には前記送信対象
データを圧縮処理しないで直ちに出力するデータ圧縮手段と、前記データ圧縮手段が出力
する送信対象データを、前記取得した変調方式のままで対向ＮＥに送信する送信手段と、
を備えたことを特徴とする。
【００１４】
　また、本発明に係るマイクロ波通信方法は、ＡＭＲ（Adaptive Modulation Radio）の
制御下で複数の無線伝送容量区間が混在するネットワークに含まれる通信装置の制御に適
用されるステップとして、所定の判定情報に基づいて変調方式を判定する変調方式判定ス
テップと、前記判定した変調方式を示す情報を、前記受信データを送信した対向ＮＥに送
信する変調方式通知ステップと、を有し、さらに、対向ＮＥから変調方式を示す情報を受
信した際に実行するステップとして、前記送信された変調方式を示す情報から変調方式を
取得する変調方式取得ステップと、変調方式を、前記取得した変調方式に変更する変調方
式変更ステップと、前記変調方式に基づいて送信可能データ量の上限値を取得する送信可
能量取得ステップと、次に送信すべき送信対象データのデータ量と前記送信可能データ量
の上限値とに基づいて前記送信対象データを圧縮するか否かを決定する圧縮判定ステップ
と、前記圧縮判定ステップが、前記送信対象データを圧縮すべきと判定した場合には前記
送信対象データを圧縮処理して出力し、他方、前記圧縮判定ステップが、前記送信対象デ
ータを圧縮すべきでないと判定した場合には前記送信対象データを圧縮処理しないで直ち
に出力するデータ圧縮ステップと、前記データ圧縮ステップが出力する送信対象データを
、前記取得した変調方式のままで対向ＮＥに送信する送信ステップと、を有することを特
徴とする。
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【００１５】
　さらに、本発明に係るコンピュータプログラムは、ＡＭＲ（Adaptive Modulation Radi
o）の制御下で複数の無線伝送容量区間が混在するネットワークに含まれる通信装置をコ
ンピュータ制御するプログラムステップとして、所定の判定情報に基づいて変調方式を判
定する変調方式判定ステップと、前記判定した変調方式を示す情報を、前記受信データを
送信した対向ＮＥに送信する変調方式通知ステップと、を有し、さらに、対向ＮＥから変
調方式を示す情報を受信した際に実行するステップとして、前記送信された変調方式を示
す情報から変調方式を取得する変調方式取得ステップと、変調方式を、前記取得した変調
方式に変更する変調方式変更ステップと、前記変調方式に基づいて送信可能データ量の上
限値を取得する送信可能量取得ステップと、次に送信すべき送信対象データのデータ量と
前記送信可能データ量の上限値とに基づいて前記送信対象データを圧縮するか否かを決定
する圧縮判定ステップと、前記圧縮判定ステップが、前記送信対象データを圧縮すべきと
判定した場合には前記送信対象データを圧縮処理して出力し、他方、前記圧縮判定ステッ
プが、前記送信対象データを圧縮すべきでないと判定した場合には前記送信対象データを
圧縮処理しないで直ちに出力するデータ圧縮ステップと、前記データ圧縮ステップが出力
する送信対象データを、前記取得した変調方式のままで対向ＮＥに送信する送信ステップ
と、を有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１６】
　以上説明したように、本発明のマイクロ波通信システムによれば、ＡＭＲ制御による複
数の無線伝送容量区間が混在するネットワーク環境下において、データ通信量が最適化さ
れた効率的な伝送処理を行うことが可能となる効果が有る。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の実施形態に係るマイクロ波通信システムの全体構成を示す構成図である
。
【図２】本発明の実施形態に係るマイクロ波通信システムを用いて構成された移動体通信
システムの構成図である。
【図３】本発明の実施形態に係るマイクロ波通信システムにおける、変調方式と（周波数
チャネル毎の）ＡＭＲ伝送容量との関係の１例を示す説明図である。
【図４】本発明の実施形態に係るマイクロ波通信システムにおいて、変調方式に対応した
ＡＭＲ伝送容量が、天候により変更される場合の概念を示す説明図である。
【図５】本発明の実施形態に係るマイクロ波通信システムにおけるＡＭＲ変調方式の切替
手順を示す説明図である。
【図６】本発明の実施形態に係るマイクロ波通信システムにおけるＣＴＲＬの論理的な構
成を示すブロック構成図である。
【図７】本発明の実施形態に係るマイクロ波通信システムのデータ送信処理時の手順を示
すフローチャート図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明に係るマイクロ波通信システムは、ＡＭＲ制御による通信データの管理方法を提
供するものである。
　本発明によれば、マイクロ波通信システムにおいてＡＭＲ制御により通信データの最適
化を行うため、無線帯域の伝送容量の有効活用が可能となる。
　より具体的には、ＡＭＲ制御に基づき、複数の無線伝送容量区間が混在する環境におい
て、通信データを圧縮することにより、効果的な無線伝送を実現する。
　即ち、本発明によれば、ＡＭＲ制御に基づいて複数の容量の無線伝送路が設定された環
境下で、ユーザデータの伝送容量が上限値を超過した場合には、該ユーザデータを圧縮し
、ＡＭＲ制御で確定した変調方式については変更することなく、該圧縮したユーザデータ
を伝送するため、最適な無線伝送が可能となる。
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　また、伝送効率が向上するため、トラフィックの輻輳回避等が可能となる。
【００１９】
　以下、本発明のマイクロ波通信システム、マイクロ波通信装置、マイクロ波通信方法、
及びコンピュータプログラムの実施形態について、図面を参照して詳細に説明する。
　なお、それぞれの実施形態の説明では、本発明に係るマイクロ波通信システム及び通信
データの管理方法について詳述するが、本発明に係るコンピュータプログラムについては
、マイクロ波通信システムに含まれる各構成要素として実現するためのプログラムである
ことから、当該プログラムに関する説明は以下の説明に含まれる。
【００２０】
　図１は、本発明の実施形態に係るマイクロ波通信システムの全体構成を示す構成図であ
る。
　同図に示すマイクロ波通信システムは、主要な構成要素として、ＮＥ（Network Elemen
t）１００（本発明の実施形態に係るマイクロ波通信装置）と、ＮＭＳ（Network Managem
ent System）２００と、ネットワーク３００を備える。
　ＮＥ（Network Element ）１００は、ＩＤＵ（Indoor Unit）１１０と、ＯＤＵ（Outdo
or Unit）１２０と、を備えるが、この他に図示しない分離合成器（ＨＹＢ）と、アンテ
ナとを備える。
　ネットワーク３００は、ネットワーク機器３１０を備える。
【００２１】
　以下、本実施形態のマイクロ波通信システムが有する各構成要素について説明する。
　ＮＭＳ２００は、ネットワーク３００を介して、ＮＥ１００の監視及び制御を行う。
　ＯＤＵ１２０は、無線送受信を行う。
　ＩＤＵ１１０は、信号を処理し、他のＮＥとの伝送を実現する。
　なお、ＮＥ１００と、ＮＭＳ２００とは、ネットワーク３００のネットワーク機器３１
０を介して互いに接続されている。
　このような構成により、ＮＭＳ２００は、ＡＭＲ制御に基づき、複数の無線伝送容量区
間が混在する環境下で、通信データが所定の上限値を超える場合には、該通信データを圧
縮することにより、ＡＭＲ制御で確定して実施している現在の変調方式を変更することな
く、効果的な無線伝送を実現している。
【００２２】
　図２は、本発明の実施形態に係るマイクロ波通信システムを用いて構成された移動体通
信システムの構成図である。
　同図に示す移動体通信システムは、主要な構成要素として、本発明の実施形態に係るマ
イクロ波通信システムと、ＢＴＳ（Base Transceiver Station）／NodeＢと、ＢＳＣ（Ba
se Station Controller）／ＲＮＣ（Radio Network Controller）を備える。
　昨今のＩＰネットワークの拡大に伴い、移動通信のバックボーンとなるネットワークも
、ＩＰ化の方向へと進んでいる。
　同図に示すように、本発明の実施形態に係るマイクロ波通信システムは、光通信回線や
無線幹線回線等の中間を補間するシステムとして使用されており、伝送路のアクセス機能
や、アグリゲーション機能等を有している。
【００２３】
　図３は、本発明の実施形態に係るマイクロ波通信システムにおける、変調方式と（周波
数チャネル毎の）ＡＭＲ伝送容量との関係の１例を示す説明図である。
　図４は、本発明の実施形態に係るマイクロ波通信システムにおいて、変調方式に対応し
たＡＭＲ伝送容量が、天候により変更される場合の概念を示す説明図である。
　図３，４に示すように、ＡＭＲは、無線回線の変調方式を動的に変更することにより、
伝送容量を最適化する機能である。
　例えば、降雨によるフェージング（fading）環境の場合、ＡＭＲは、無線回線の瞬断を
伴うことなく、自動的に変調方式を変更し、天候回復後に初期状態の変調方式へと復旧さ
せる（図４参照）。
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【００２４】
　図５は、本発明の実施形態に係るマイクロ波通信システムにおけるＡＭＲ変調方式の切
替手順を示す説明図である。
　同図に示すＮＥ（Ａ）及びＮＥ（Ｂ）は、それぞれ、ＩＮＴＦＣ（Interface Unit）、
ＤＰＵ（Digital Processor Unit）、ＭＯＤ／ＤＥＭ（Modulator/ Demodulator Unit ）
、ＣＴＲＬ（Control Unit）、及びＯＤＵにより構成される。
　以下、図５に示すＡＭＲ変調方式の切替手順について説明する。
　本発明の実施形態に係るマイクロ波通信システムにおいても、従来と同様に、受信側で
判定した変調方式を送信側にフィードバックし、無線フレーム単位で送信側から順次変調
方式を変更することで、ヒットレス（即ち、瞬断を伴うこと）の生じない変調方式切替を
実現する。但し、送信側において、送信すべき通信データが、前記変更後の変調方式に対
応する所定の上限値を超える場合には、前記変更済の変調方式を途中でさらに変更するこ
となく、通信データを圧縮して送信することにより、効果的な無線伝送を実現している。
【００２５】
　図５では、Uplinkの変調方式切替に関する処理のみを記載しているが、Downlinkについ
ても同様であり、また、UplinkとDownlinkの変調方式は、それぞれ独立に制御している。
　このＡＭＲ変調方式の切替手順については、以下の（１）～（６）の手順で実施する。
この手順（１）～（５）の括弧内の数字は、図５に示す丸小文字の数字に対応している。
　（１）　受信側ＤＰＵにて、次の変調方式を判定する（変調方式判定ステップ）。
　（２）　受信側ＩＮＴＦＣで判定した変調方式情報を、送信側フレームに多重し、対向
ＮＥに伝送する（変調方式通知ステップ）。
　（３）　送信側ＤＰＵにて、伝送されてきた変調方式情報を抽出し（変調方式取得ステ
ップ）、ＣＴＲＬに通知する。
　（４）　送信側のＣＴＲＬにて、ＯＤＵの変調方式設定を変更し、ＡＣＫを返す（ＯＤ
Ｕ変調方式の制御パスは、ＣＴＲＬ→ＭＯＤＥＭ→ＯＤＵとなる）。
　（５）　送信側ＩＮＴＦＣにて、ＣＴＲＬからＡＣＫを受信した後、送信側の変調方式
を切替える（変調方式変更ステップ）（ＡＣＫの制御パスは、ＯＤＵ→ＭＯＤＥＭ→ＣＴ
ＲＬ→ＩＮＴＦＣとなる）。
【００２６】
　なお、変調方式の判定には、ＣＮＲ（Carrier to Noise Ratio）, ＲＳＬ（Received S
ignal Level）, Ｓｙｎｄｒｏｍｅエラー等の情報を使用する。
　また、上記の３種類の情報を変調方式の判定に使用した場合、主な判定情報としてはＣ
ＮＲを用い、ＲＳＬ及びＳｙｎｄｒｏｍｅは補助的な情報として用いる。これにより、変
調方式判定の精度を向上させている。
【００２７】
　図６は、本発明の実施形態に係るマイクロ波通信システムにおけるＣＴＲＬの論理的な
構成を示すブロック構成図である。
　同図に示すＣＴＲＬ（ＣＴＲＬ１１１）は、データ圧縮部１１２と、データ圧縮制御部
１１３と、データ上限値管理部１１４と、通信方式設定部１１５とを備えて構成される。
　以下、図６に示すＣＴＲＬの論理的な構成を図５を参照して説明する。
　図５に示すＮＥ（Ａ）及びＮＥ（Ｂ）は、無線対向NE間にてＡＭＲ制御を行い、ＣＳ／
Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎの組合せにより、無線伝送容量を確定するものであった。
　上記の各ＮＥがデータ送信を開始した後、通信方式設定部１１５は、前記確定した無線
伝送容量をデータ上限値管理部１１４に設定すると共に、データ通信に使用する通信方式
（ＣＳ／Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎの組合せ）を、データ圧縮制御部１１３に通知する。
【００２８】
　データ圧縮制御部１１３は、データ上限値管理部１１４に設定された送信可能なデータ
の上限値を取得する。
　その後、データ圧縮制御部１１３において、送信対象データ（圧縮前データ）と送信可
能データ上限値とを比較し、送信対象データが上限値以上である場合は、データ圧縮部１
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１２に対して送信対象データの圧縮を通知する。なお、データ圧縮部１１２は、データ圧
縮制御部１１３からの通知が有る場合に送信対象データの圧縮を行う。しかし、データ圧
縮制御部１１３からの通知が無い場合は送信対象データの圧縮は行わない。
【００２９】
　図７は、本発明の実施形態に係るマイクロ波通信システムのデータ送信処理時の手順を
示すフローチャート図である。
　以下、図２，６を参照しながら、図７に示すフローチャートを使用して、本実施形態に
係るマイクロ波通信システムのデータ送信処理時の手順を説明する。
　ここでは、前述のとおり、ＡＭＲ制御による無線伝送方式（ひいては無線伝送容量）が
確定した後、前記送信側のＮＥがデータ送信を開始する際の処理手順を説明する。
　（ステップＳ１）
　まず、ステップＳ１では、送信側のＣＴＲＬ１１１の通信方式設定部１１５が、ＡＭＲ
制御により受信側のＮＥから通知された無線伝送方式（ひいては無線伝送容量）を確認す
ると共に、送信可能データのデータ量上限値をデータ上限値管理部１１４に設定する。
　（ステップＳ２）
　ステップＳ２では、前記のＣＴＲＬ１１１のデータ圧縮制御部１１３が、通信方式設定
部１１５より、データ通信に使用する通信方式を取得した後、データ上限値管理部１１４
に設定されている送信可能データのデータ量上限値を確認して取得する（送信可能量取得
ステップ）。
【００３０】
　（ステップＳ３）
　ステップＳ３では、データ圧縮制御部１１３が、送信対象データ（圧縮前データ）と、
送信可能データのデータ量上限値とを比較し、前記の送信対象データが前記の上限値以上
の場合はステップＳ４に進み、前記の送信対象データが前記の上限値を超えない場合は、
ステップＳ５に移る（圧縮判定ステップ）。
　（ステップＳ４）
　ステップＳ４では、データ圧縮部１１２が、上記の上限値以上の送信対象データを圧縮
する（データ圧縮ステップ）。
　（ステップＳ５）
　ステップＳ５では、データ圧縮部１１２が、実施中の変調方式（ＡＭＲ制御により確定
した変調方式）を変更することなく、前記圧縮した送信対象データを無線対向ＮＥへ送信
する（送信ステップ）。
【００３１】
　なお、ステップＳ３にて送信対象データのデータ量が上限値以下の場合は、データを圧
縮することなく（勿論、前記実施中の変調方式を途中で変更することなく）、ステップＳ
５にて直ちに送信するので、この場合は、データ圧縮処理によるＣＰＵ等のリソースの消
費を伴わないため、リソース有効利用の面から見て効果的である。
　また、この圧縮対象のデータは、ユーザデータであるため、データの圧縮／解凍処理は
無線対向ＮＥ間ではなく、図２に示すマイクロ波通信システムのエリア境界の各ＮＥにて
行ってもよい。
【００３２】
　この実施形態に係るマイクロ波通信システムによれば、ＡＭＲ制御による複数の無線伝
送容量区間が混在するネットワーク環境下においてデータ通信量を最適化しているため、
効率的な伝送処理を行うことが可能となる効果が有る。
　また、ＡＭＲ制御による複数の無線伝送容量区間が混在する環境下において、データ通
信量を最適化するため、トラフィックの輻輳を回避することが可能となる効果が有る。
　さらに、ＡＭＲ制御により決定された無線伝送容量に基づいてデータ圧縮の要否を判断
しているので、圧縮する場合は送信情報量はそのままでデータ送信量が節約される効果が
有り、また、圧縮しない場合には不要なリソースの消費が防止される効果が有ると共に、
ＮＥの経年劣化等を防止することが可能となる効果が有る。
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【００３３】
　なお、本発明に係るマイクロ波通信システム及びマイクロ波通信装置の技術は、マイク
ロ波とは限らず、他の帯域を使用する一般的な通信システム及び一般的な通信装置におい
ても適用することができる。
　また、本発明に係るマイクロ波通信システムの各構成要素の処理の少なくとも一部をコ
ンピュータ制御により実行するものとし、かつ、上記処理を、図７のフローチャートで示
した手順によりコンピュータに実行せしめるプログラムは、半導体メモリを始め、ＣＤ－
ＲＯＭや磁気テープなどのコンピュータ読み取り可能な記録媒体に格納して配付してもよ
い。そして、少なくともマイクロコンピュータ、パーソナルコンピュータ、汎用コンピュ
ータを範疇に含むコンピュータが、上記の記録媒体から上記プログラムを読み出して、実
行するものとしてもよい。
【符号の説明】
【００３４】
　　　１００　ＮＥ（Network Element 、実施形態に係るマイクロ波通信装置）
　　　１１０　ＩＤＵ（Indoor Unit ）
　　　１１１　ＣＴＲＬ（Control Unit）
　　　１１２　データ圧縮部
　　　１１３　データ圧縮制御部
　　　１１４　データ上限値管理部
　　　１１５　通信方式設定部
　　　１２０　ＯＤＵ（Outdoor Unit）
　　　２００　ＮＭＳ（Network Management System ）
　　　３００　ネットワーク
　　　３１０　ネットワーク機器

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】

【図７】
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